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会員の皆様へ

年も押し迫ってまいりました。
今年も、土砂災害が多発しました。被災された方々に、心からお見舞い申し上
げます。ただ、久しぶりに人命被害だけはゼロという珍しい年になっています。
残りわずかですが、このまま災害が発生しないことを願っています。
また、砂防行政推進のため、ご支援、ご協力を賜るとともに、多くのご要望、
ご提案もいただき、まことにありがとうございました。これらの実施や実現のた
めには予算が必要です。12月24日に、平成20年度予算案が決定されました。
公共事業は引き続きマイナス予算であり、砂防関係事業についても、厳しい結
果となっています。大きな災害が発生しないことを願うとともに、「犠牲者ゼ
ロ」を目指し、また、地域再生を支援できるよう、さらに、重点的、効率的に事
業を進めていかなければなりません。
個別の要求に対しては、…
○桜島のように、火山噴火等に伴う継続的かつ大量の土砂流出がある場合は、一
都道府県により砂防設備を管理することが困難であることから、新たに、国直轄
の が認められました。砂防管理費の創設
砂防法が明治30年に制定された当初から、直轄管理が組み込まれていました
が、実現するのは、初めてのことです。これまで、直轄砂防事業により、砂防設
備の整備を進めてきましたが、今後は、真に必要なものについては、砂防設備の
適切な管理を国自らが実施していくことになります。
○大規模災害の発生に備えて、国による を新た緊急災害対策派遣隊（TEC-FORCE）
に整備強化し、土砂災害に対する国直轄による応急措置も含めて取り組んでいく
ことになります。
○土砂災害対策の推進による避難困難地における避難場所の確保･保全について、
新たな拡充は認められませんでしたが、安全な場所が無い地域にとって、安全な
避難場所を確保することは、ぜひとも必要なことであり、既存の制度を活用しな
がら、重点的に進めてまいります。
その他、地域の環境･文化に根ざした砂防事業の推進等については、重点事業と
して、取り組んでまいります。
詳細については、別添資料をご覧下さい。

今後、新年度に向けて、都道府県別配分等が始まります。これまでと同様に、
それぞれの都道府県における砂防関係事業予算を確保するため、会員の皆様をは
じめとする地域の声をぜひ届けていただくようお願いいたします。
今年1年間の砂防事業に対するご支援、ご協カに感謝申し上げますとともに、引
き続き来年もよろしくお願いいたします。来る年が、会員の皆様方にとって良い
年になりますよう祈念申し上げ、年末の挨拶とさせていただきます。

砂防部長 亀江幸二



砂 防 関 係 事 業 内 示 概 要

（１）砂防・急傾斜

・砂防管理費の創設を認める。

（２）箇所採択

・個別事業別の新規採択箇所数等は以下のとおりとする。

区 分 要求 内示 備 考

【補助】※

１６ １６１．特定緊急砂防

１１ １１（ ）内 地

１ １（ ）北 海 道

４ ４（ ）離島・一般

２．砂防激甚災害対策特別緊急

砂防激甚災害対策特別緊急

４ ４（ ）内 地

３．特定緊急地すべり対策

１０ １０（ ）内 地

４．地すべり激甚災害対策特別緊急

１ １（ ）内 地

※実施箇所（地区）ついては、財務省との実施計画協議において決定。



 

対前年度比

国費(Ａ) 国費(Ｂ) Ｂ/Ａ

 砂防事業（地すべりを含む） 140,465 135,847 0.97

　砂　　防 123,177 119,251 0.97

　地すべり 17,288 16,596 0.96

 急傾斜地崩壊対策事業 21,025 20,207 0.96

161,490 156,054 0.97

（注）２　計数は、整理の結果端数調整することがある。

（注）３　上記計数以外に、総合流域防災事業(統合補助金)の内数として砂防関係事業がある。

（参考）

 総合流域防災事業 62,519 56,987 0.91

（注）総合流域防災事業には、砂防関係事業（砂防事業、地すべり対策事業、急傾斜地崩壊

　　　対策事業）の他、河川事業・ダム事業も含まれる。

１．平成２０年度砂防関係事業予算内示概要

（単位：百万円）

平成１９年度予算 平成２０年度予算内示額

（注）１　道路関連社会資本分、特定治水及び剰余金等を含む。

（単位：百万円）

砂防関係事業　計

区　　　分



（１）砂防事業
対前年度比
Ｂ/Ａ

　砂　　　防 123,177 119,251 0.97

　　直　　轄 62,750 63,465 1.01

　　補　　助 60,427 55,786 0.92

（２）地すべり対策事業
対前年度比
Ｂ/Ａ

　地すべり対策 17,288 16,596 0.96

　　直　　轄 5,844 5,895 1.01

　　補　　助 11,444 10,701 0.94

（３）急傾斜地崩壊対策事業
対前年度比
Ｂ/Ａ

　急傾斜地崩壊対策 21,025 20,207 0.96

　　直轄（調査費） 42 41 0.98

　　補　　助 20,983 20,166 0.96

（４）総合流域防災事業
対前年度比
Ｂ/Ａ

　総合流域防災

　　補　　助 62,519 56,987 0.91

（注）２　総合流域防災事業には、砂防関係事業（砂防事業、地すべり対策事業、急傾斜地崩
　　　　　壊対策事業）の他、河川事業・ダム事業も含まれる。

（単位：百万円）

（単位：百万円）

平成２０年度予算内示額

平成２０年度予算内示額

国費(Ｂ)

国費(Ｂ)

区　　　分
国費(Ａ)

（単位：百万円）

国費(Ｂ)

（単位：百万円）

平成１９年度予算 平成２０年度予算内示額

平成１９年度予算

区　　　分

区　　　分

区　　　分
国費(Ａ)

国費(Ａ)
平成１９年度予算

平成１９年度予算

（注）３　計数は、整理の結果端数調整することがある。

国費(Ａ) 国費(Ｂ)

平成２０年度予算内示額

（注）１　道路関連社会資本分、特定治水及び剰余金等を含む。



２．新規制度等

砂防管理費の創設

１．目 的

火山噴火等に伴う継続的かつ大量の土砂流出等により、適正に機能を

確保することが著しく困難である砂防設備について国直轄で管理を行い、

土石流等による災害から人命財産を保全する。

２．内 容

源頭部等での砂防工事の実施が著しく困難な渓流において国土交通大

臣が設置した砂防設備のうち、火山噴火等に伴う継続的かつ大量の土砂

流出等により、適正に機能を確保することが著しく困難な砂防設備の管

理であって、他の都道府県の利益を保全するものや利害関係が一の都道

府県にとどまらないもの、経費及び技術上の見地等から都道府県が管理

することが困難であるものについて、国直轄により砂防えん堤の除石等、

砂防設備の管理を行う。

３．科目等

（項）砂防事業費

（目）砂防管理費 負担率 ２／３

事業のイメージ

土石流の頻発 除石による砂防設備の機能確保



行 政 部 費 内 示 概 要

○総合的な土砂管理を効果的かつ効率的に推進するための手引き作成につ

いての検討経費

土砂移動が原因となり問題が発生している流砂系において、土砂の

流れの健全化に向けた総合的な土砂管理が円滑に進むように、流砂系

全体としての視点から問題把握の仕方及び改善策の効果を定量的に評

価する方法並びに効率的な調査の仕方のポイントをまとめた手引きを

作成する。

○砂防関係施設の適切な管理計画についての検討経費

砂防関連施設のストックは年々増加しており、その機能をできる限

り長期間発揮させるには、施設の損傷・機能の低下に対し迅速で適切

な対応が行われる必要がある。また、今後新規に計画される砂防関連

施設に対しても、維持管理にかかるコストについてあらかじめ検討の

上、施設の管理計画も事前に策定しておく必要がある。本施策の目的

は、砂防関連施設の管理計画の策定手法について検討し、砂防計画に

関する技術指針及び施策立案に反映させることである。



その他の新規・重点事項等

（１）直轄砂防災害関連緊急事業の拡充について （別紙－１）

・直轄砂防災害関連緊急事業の拡充で要求した、大規模土砂災害時に危

機管理として実施する天然ダムの決壊防止やポンプ排水などの応急措

置については、緊急災害対策派遣隊（TEC-FORCE）の活動の中で対応

する。

（２）避難困難地における避難場所の確保・保全について

・砂防関係事業の採択要件の拡充要求を行った、避難困難地における安

全な避難場所の確保については、既存制度を活用し促進する。

（３）急傾斜地崩壊対策事業の採択基準の変更

・学校教育法の一部改正及び障害者自立支援法の一部の施行に伴い、災

害時要援護者関連施設の名称を変更する。

例： 盲学校、聾学校、養護学校」は「特別支援学校」となる。「

（４）土砂災害防止に係る税制・融資制度について （別紙－２）

・土砂災害特別警戒区域からの移転等に関する税制・融資制度について

は、延長が認められた。



別紙－１

直轄砂防災害関連緊急事業の拡充について

-大規模土砂災害時の危機管理の充実-

○ 直轄砂防災害関連緊急事業の拡充で要求した内容は、緊急災害対策派遣隊

（TEC-FORCE）の活動の中で対応

○ 直轄砂防災害関連緊急事業は従来通り

１．目 的

地震、水害・土砂災害等の災害から国民の生命と財産を守ることは国の基

本的責務である。地球温暖化等に伴う災害リスク増大への対応策として、緊

急災害対策派遣隊（TEC-FORCE）として人員・資機材の派遣体制・受け入れ

体制を整備することにより、初動対応の円滑化・迅速化等を図り、大規模土

砂災害の危機管理を充実・強化する。

２．内 容

直轄砂防災害関連緊急事業の拡充で要求した、大規模土砂災害時に危機管

理として実施する天然ダムの決壊防止やポンプ排水などの応急措置について

は、緊急災害対策派遣隊（TEC-FORCE）の活動の中で対応することとなった。



別紙－２

土砂災害防止に係る税制・融資制度について

○ 税 制

土砂災害の発生のおそれがある区域からの移転に伴い取得する住

宅又は住宅用地に係る特例措置の延長（不動産取得税）

・土砂災害特別警戒区域から、移転補助を受けて当該区域外に移

転する際に、新たに取得する住宅又は住宅用地に係る不動産取

得税の課税標準の特例措置を平成２２年３月３１日まで延長。

○ 融資制度

斜面整備事業（日本政策投資銀行による融資制度）

・土砂災害特別警戒区域又は急傾斜地崩壊危険区域にかかる土砂

災害の防止に関する施設整備事業

・建築物（学校及び医療施設）の土砂災害特別警戒区域外への移

転事業

上記事業について、融資比率を３０％として継続。
日本政策投資銀行が民営化されるまで継続（平成２０年９月末まで）
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平成19年年末のご挨拶

（社）全国治水砂防協会
理事長 大久保 駿

先日、来年度の政府予算原案の内示があり、本年も残すところ５日余りと
なりました。この１年、会員の皆様、関係の皆様には砂防事業推進、砂防協
会運営に大変ご尽力、ご協力いただきましたこと御礼申し上げます。
来年度の公共事業関係予算政府原案は残念ながら引き続き削減となりまし
た。その中でもいくつかの施策が実現いたしました。その一つは、大量の土
砂流出が継続的に起こる火山地域の砂防設備の国直轄による管理を行う「砂
防管理費の創設」です。厳しい予算状況の中でありますが砂防事業制度が整
備されていくことになります。砂防部はじめ関係の皆様、会員の皆様のご努
力に感謝申し上げます。
さて、今年も相変わらず各地で災害が発生しました。能登半島沖地震・中
越沖地震、梅雨前線や台風による豪雨災害などです。気象異常の影響も確実
に出てきていると思いますし、災害の態様も多岐多様になってきていると思
います。私たちはこのような変化にも的確に対応できるような災害軽減方策
を考えていかなければなりません。
本年は、土砂災害軽減の重要な施策である警戒避難の取り組みがさらに進
みました。4月には警戒避難ガイドラインが国から示され、国、都道府県、
市町村協力してこの施策を充実していく動きが加速されました。
砂防協会は、この大事な施策がうまく進められるようにということで、会
員の市町村の皆様に課題、解決策などについてアンケートを実施させていた
だき、これをもとに支部長会議などで首長さん自身による議論を行っていた
だきました。住民の安全の事を考え、実際に警戒避難を実行する市町村長さ
んからは、切実な、そして真剣な取組みの提案、意見を頂きました。この結
果は、国に報告・提言し、施策の充実に反映していただき、また会員の皆様
にもご報告したいと考えております。会員の皆様に大変なご協力いただきま
したこと御礼申し上げます。
砂防協会は、土砂災害防止や砂防事業の実行に取り組む会員の市町村の皆
様のご意見、ご提言が広く砂防行政に反映されるよう、今後とも皆様と連
携、協力を深めていきたいと思います。
この1年大変お世話になりましたこと御礼申し上げ、年末のご挨拶とさせ
ていただきます。どうぞよき新年をお迎えになりますよう。
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（社）全国治水砂防協会 平成２０年開催会議等予定表

開催月日 時間 事 項 場 所

月 日(木) 理事会 ｼｪｰﾝﾊﾞｯﾊ･ｻﾎﾞｰ３階 霧島2 28 16:30

月 日(木) 第 回砂防および ｼｪｰﾝﾊﾞｯﾊ･ｻﾎﾞｰ１階 利根3 13 10:00 48

～ 日(金) 地すべり防止講習会14 ~14:20

月 日(火) 監事会 本館 特別会議室5 13 11:00

月 日(火) 評議員会 ｼｪｰﾝﾊﾞｯﾊ･ｻﾎﾞｰ３階 六甲5 20 11:00

理事会 ｼｪｰﾝﾊﾞｯﾊ･ｻﾎﾞｰ３階 霧島13:00

参与会 ｼｪｰﾝﾊﾞｯﾊ･ｻﾎﾞｰ３階 穂高14:30

直轄事務所長連絡会 ｼｪｰﾝﾊﾞｯﾊ･ｻﾎﾞｰ３階 立山16:00

賛助会員情報連絡会議 ｼｪｰﾝﾊﾞｯﾊ･ｻﾎﾞｰ３階 霧島16:30

月 日(水) 第 回通常総会 ｼｪｰﾝﾊﾞｯﾊ･ｻﾎﾞｰ１階 利根5 21 11:00 72

月 日(水) 第 回理事・顧問会議 ｼｪｰﾝﾊﾞｯﾊ･ｻﾎﾞｰ３階 霧島7 23 11:00 1

月 日(火) ｼｪｰﾝﾊﾞｯﾊ･ｻﾎﾞｰ１階 利根10 7 10:30 第 回防災担当者のための2

土砂災害防止実務講習会

月 日(火) 第 回理事・顧問会議 ｼｪｰﾝﾊﾞｯﾊ･ｻﾎﾞｰ３階 霧島10 28 16:00 2

月 日(水) 代表参与会 本館 特別会議室11 26 11:30

参与会 ｼｪｰﾝﾊﾞｯﾊ･ｻﾎﾞｰ３階 穂高14:30

直轄事務所長連絡会 ｼｪｰﾝﾊﾞｯﾊ･ｻﾎﾞｰ３階 立山16:00

賛助会員情報連絡会議 ｼｪｰﾝﾊﾞｯﾊ･ｻﾎﾞｰ３階 霧島16:30

月 日(木) 全国治水砂防促進大会 ｼｪｰﾝﾊﾞｯﾊ･ｻﾎﾞｰ１階 利根11 27 11:00


